
 

 

 

 

 

 

 



 
 

令和８年度 事業計画 

 

基本方針 

 

地域産業の技術開発等を支援することにより地域産業の技術力の向上を図り、もって産業の発展と

活力ある地域社会の創造に資することを目的として、各種事業を展開する。 

 

 

【公益目的事業１ 地域産業支援のための研究開発、技術相談、 

地域企業等の交流を図る事業】 

 

１ 研究開発事業 

項目 事業名称・目的・内容等 予定時期 

⑴ 技術相談 

 

 

 

 

 

 

① 技術相談（窓口随時受付） 

企業の製品や製造技術等に関わる課題等の各種相

談に対応するほか、一関高専教員などの協力も得な

がら企業などの取り組みを支援する。 

また、相談の内容によっては、分野の相違や対応

する機器整備が充分でない場合等については、関係

研究機関などの協力を求めて問題解決に努める。 

 

通年 

② 出張相談 

  技師が各企業に赴き、分析に関する相談や個別の

技術相談に応じ、現場で抱えるさまざまな課題の解

決に向けて支援する。 

 

通年 

（月１社程

度） 

③ 発明・特許等相談支援 

岩手県知財総合支援窓口（発明協会など）の関係

機関と連携を図るとともに、関係機関が開催する知

的財産権の取得及び活用等の相談会を支援する。 

 

通年 

⑵ 試験・分析 企業の製品開発や品質管理、技術力などの向上を支

援するため、当センターの試験・分析機器を企業など

に開放する。 

製品の特性（材料・生産工程・設備環境等）を把握

した上で受託分析を行い、成分分析や異物分析等、企

業の製品に関わる問題解決や技術開発・研究開発を支

援する。 

 ① 試験・分析機器利用（企業による利用） 

 ② 試験・分析受託（企業からの委託） 

 

通年 

⑶ 共同・受託研究開発 

 

 

① 共同・受託研究開発事業 

企業などによる新製品・新技術等の研究開発の取

り組みを支援するため、当センターとの共同研究ま

通年 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

たは受託研究により支援する。 

また、企業ニーズと研究シーズのマッチング・コ

ーディネート等の支援を行う。 

 

② 企業訪問・研究ニーズの把握・情報提供 

主催する各種事業でのアンケートや、当センター

の技術支援内容の説明等を目的とする企業訪問を通

して、企業の現状や課題・研究ニーズを把握する。

この際に、一関高専や関係機関から得た適当な情報

がある場合は、随時情報提供を行う。 

 

通年 

 

 

 

２ 地域連携事業 

項目 事業名称・目的・内容等 予定時期 

⑴ 企業訪問  賛助会員及び市内企業を対象に年70社程度の訪問

を計画する。 

・ 主催する事業（各種講座やセミナー）の紹介 

・ 関係機関の実施する事業の案内 など 

 訪問で得られる企業のニーズや課題を整理し、今後

の事業展開に活かすとともに、関係機関との情報共有

を行う。 

 

通年 

⑵ 産学官連携 

 

・ 産学官イブニング研究交流会 

  産学官の連携を強化し、ネットワーク構築を図る

ため、「産学官イブニング研究交流会」を年10回

（主に第３水曜日）開催する。企業や一関高専教員

などさまざま分野の方を講師に招き講演会、異業種

による交流会を行う。 

 

通年 

（８月、10

月を除く） 

⑶ 地域企業連携、異業

種交流 

・ 企業情報交換会 

地域産業の技術のさらなる向上、現在ある技術の

相互補完を促進するため、企業等が事業概要等のパ

ネルや製品等を展示し、地域企業による技術や情報

の交換を行う企業情報交換会を開催する。 

 ※ 展示の部会場である一関ヒロセユードームが天

井改修工事のため令和８年11月から令和10年５

月末まで使用できないことから、開催場所と併せ

て開催時期や内容について検討する。 

 

２月（※） 

⑷ 生徒・学生等に対す

る企業情報の発信と定

住の促進 

① 地域企業情報ガイダンス 

地域企業への理解等を深めることにより、学生等

の職業選択への支援や若者の地元定着を促進するた

め、一関高専生、高校生、保護者及び教職員などを

対象に、企業による会社概要の説明や技術紹介、製

品展示、質疑応答等を行うガイダンスを開催する。 

 

10月 



 
 

⑸ 地域内発型産業の振  

 興 

 地域の資源や特性を生かして活性化を図るため、地

域内発型による産業の振興を支援する。 

地域内の資源を活用し、新たな商品を創り出そうと

する企業や団体等の取り組みに対し、農商工連携等に

よる新商品開発のためのセミナー開催や分析機器によ

る農産物の成分分析や実証試験による差別化を行い支

援する。 

 

通年 

 

３ 情報提供事業 

項目 事業名称・目的・内容等 予定時期 

⑴ 県南技研だよりの発

行 

当センターが実施する人材育成事業等の募集や実施

状況の報告等、毎月１回程度、広報誌である「県南技

研だより」を発行し、配布、ホームページ掲載により

周知を図る。 

 

通年 

⑵ ホームページ等の活

用 

重点３事業である「研究開発事業」、「ものづくり人

材育成事業」、「地域連携事業」の取り組みについて広

く情報発信することで理解を深めるとともに、各種講

座、セミナーの募集、施設・分析機器の情報を掲載し

て周知することにより利用促進を図る。 

 

通年 

⑶ 利用ガイド・パンフ

レットの活用 

 

 主に試験・分析機器の概要を掲載した利用ガイドを

作成し、企業訪問時各種セミナー時等に配布すること

で当センターへの理解を深め、利用促進を図る。 

 

通年 



 
 

【公益目的事業２ 地域産業発展のための、産業技術、情報処理技術等 

に関する人材育成事業】 

 

１ ものづくり人材育成事業 

項目 事業名称・目的・内容等 予定時期 

⑴ 分析技術及び材料

技術に関する知識・

技術力の向上 

 

ものづくり企業等の技術者の育成や求職者を

支援するため、分析化学と材料技術に関する原

理・基礎等の知識を深める講座を開催する。試

験・分析機器等の使用方法・データ解析等、技

術力の向上を図るため、当センターに整備され

た機器等を使用して各種講座を開催する。  

受講後も講座内容や職場で生じた諸問題に対

し、具体的な手段や方法について助言や指導等

のフォローアップを行う。 

 

通年 

⑵ 品質管理能力、技

能・技術力の向上 

製品の品質改善やコストダウンの実現など、

ものづくりにおける品質の向上を図るため、品

質管理の知識・能力向上を目的とした講座を開

催する。 

また、高品質なものづくりができる技術者の

育成を図るため、一関高専の協力を得ながら技

術系の講座及び技能系の講座を開催する。 

 

５月～３

月 

⑶ 子どもに対するも

のづくりの普及啓発 

 次代を担う地域の子どもたちの創造力や自然

探究心、ものづくりに対する興味の醸成を図る

ため、「ものづくり科学」を体験する講座（キッ

ズサイエンス）を開催する。 

 

８月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

【収益事業１】 

 

１ 施設、設備の貸与 

項目 事業名称・目的・内容等 予定時期 

⑴ 施設などの利用促

進、貸し研究室の管

理運営 

地域企業の事業等を支援するため、当センタ

ーの施設や設備を貸し出すほか、受託分析も行

い、産学官連携による地域産業の高度化、新事

業分野への展開等を支援する。また、一関市が

整備した「一関市研究開発プラザ」について、

指定管理者として運営、施設・設備の維持管理

を行う。 

 

通年 

 

 

【収益事業２】 

 

１ 品質管理検定試験 

項目 事業名称・目的・内容等 予定時期 

⑴ 品質管理検定試験 

（CBT） 

一般財団法人日本規格協会主催による品質管

理検定試験の受検形式の変更(※)に伴い、品質

管理の知識・能力向上を目的とした講座を開催

することとし、講座内容等については一関市と

協議する。 

※ ３、４級の受検方法が、指定のテストセ

ンターでのコンピュータ試験（ＣＢＴ）に

変更となった。（第 40 回 2025 年９月実施

分から変更） 

通年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

【法人】 

 

１ 管理運営と基盤強化 

項目 事業名称・目的・内容等 予定時期 

⑴ 理事会・評議員会

の開催 

法人の適正で円滑な運営を図るため、理事

会及び評議員会を開催する 

定時理事会 

 ５月、３月 

定時評議員会 

 ６月 

 

⑵ 財産の管理・運用  運営基盤を強化するため、特定資産（地域

産業支援基金）の適切な管理と運用を行う。 

 

通年 

⑶ 賛助会員の募集 運営基盤を強化するため、当センターの目

的及び事業に賛同する企業、団体等を対象に

賛助会員を募集し、会員の増員を目指す。 

 

通年 

⑷ 予算執行の効率化 予算を適正に執行する。 

会計ソフトを活用して業務を効率化すると

ともに工数削減に努める。 

 

通年 

 



 

 

 

 

 

 

 




